
府省庁名：農林水産省 （単位：千円）

平成２７年度
当初予算額

対前年度
増減額

対前年度比

（Ａ） （Ｂ）
うち「新しい日本
のための優先
課題推進枠」

（Ｂ－Ａ） （Ｂ／Ａ）

 １－１　農林水産省（非公共）
○ 山村の活性化

・山村活性化支援交付金 750,000 800,000 - 50,000 106.7% 　山村の雇用・所得の増大に向け、薪炭・山菜など地域資源の活用等を図
るための取組を支援。

○ 農業関係施設整備
・ 強い農業づくり交付金 23,084,773 34,510,649 34,510,649 11,425,876 149.5% 　国産農産物の安定供給・輸出拡大のため、生産から流通までの強い農業

づくりに必要な共同利用施設の整備等を支援。

○　日本型直接支払の実施
・多面的機能支払交付金 48,250,500 51,250,500 51,250,500 3,000,000 106.2% 　農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域共同で行う多面

的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る
活動を支援。

・中山間地域等直接支払交付金 28,999,601 28,999,601 28,999,601 0 100.0% 　中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正することにより、耕
作放棄の防止や機械・農作業の共同化等、農業生産活動を将来に向けて
維持するための活動を支援。

・農村集落活性化支援事業 600,000 600,000 - 0 100.0% 　人口減少社会における農村地域の維持・活性化を図るため、地域住民が
主体となった将来ビジョンづくりや、集落営農組織等を活用した集落間の
ネットワーク化により、地域の維持・活性化を図る取組を支援。

○ 農山漁村の共生・対流等
・ 都市農村共生・対流総合対策
　 交付金

2,000,000 2,050,000 2,050,000 50,000 102.5% 　農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を観光、教育、福祉等に活用する、集
落連合体による地域の手づくり活動を支援し、都市と農山漁村の共生・対
流を推進。

・ 農山漁村活性化プロジェクト
   支援交付金

6,150,000 6,250,000 6,250,000 100,000 101.6% 　農山漁村活性化法に基づき市町村等が作成した定住・交流促進のため
の活性化計画の実現に向けて、施設整備を中心とした総合的な取組を支
援。

○ 鳥獣被害防止対策の推進
・ 鳥獣被害防止総合対策交付金 9,500,000 9,650,000 9,650,000 150,000 101.6% 　鳥獣被害防止特措法により市町村が作成する被害防止計画に基づく取

組等を総合的に支援。
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○　他省庁と連携した集落のネットワーク化、定住の促進
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○ ６次産業化の推進
・ ６次産業化支援対策のうち、
　６次産業化ネットワーク活動
  交付金

2,331,240 2,533,106 - 201,866 108.7% 　農林漁業者と多様な事業者が連携して行う新商品開発・販路開拓及び施
設整備、プランナーによる農林漁業者等に対するサポート体制の整備等を
支援。
　市町村の６次産業化戦略・構想に沿って、市町村等が地域ぐるみで６次産
業化の取組を行う場合の新商品開発・販路開拓及び加工機械等の整備を
支援。

○ 耕作放棄地の解消
・ 耕作放棄地再生利用緊急
   対策交付金

290,557 374,137 374,137 83,580 128.8% 　荒廃農地を引き受けて作物生産を再開する農業者や農地中間管理機構
等が行う再生作業や土づくり、作付・加工・販売の試行等の取組を支援。

○ 生産振興対策
・ 野菜価格安定対策事業のうち
　 特定野菜等供給産地育成
   価格差補給事業

16,721,699 17,082,307 - 360,608 102.2% 　野菜の安定供給に資するため、特定産地で生産される指定野菜の価格
が著しく低落した場合に生産者補給交付金を交付。

○ 金融対策
・ 農業改良資金利子補給金 (531,761) (438,588) - △ 93,173 82.5% 　農業経営の改善に向けたチャレンジ性のある取組を支援するのに必要な

資金を株式会社日本政策金融公庫等が一定の農業者等に対して貸し付け
る場合の利子補給。

・ 中山間地域活性化資金 (5,460,000) (5,460,000) - 0 100.0% 　中山間地域において、農林漁業を総合的に振興して地域の活性化を図る
ため、地域の農林畜水産物の加工の増進及び流通の合理化、農林漁業資
源の総合的利用等を目的とした長期低利の資金を融資。

・ 振興山村・過疎地域経営
   改善資金

(1,000,000) (900,000) - △ 100,000 90.0% 　振興山村又は過疎地域の農林漁業者等が、その地域の自然的・経済的
条件に適応した経営の改善や農林漁業の振興を図ることにより、所得の安
定確保や地域の活性化が実現できるよう、必要な長期低利の資金を融資。

 １－２　農林水産省（公共）
○ 農林水産業の基盤整備

・ 農業農村整備事業
   （拡充）

275,265,000 337,200,000 87,309,000 61,935,000 122.5% 　農地集積の加速化、農業の高付加価値化のための農地の大区画化・汎
用化や水路のパイプライン化、老朽化した農業水利施設の長寿命化・耐震
化対策等を推進。

・ 農山漁村地域整備交付金
   （拡充）

106,650,000 124,283,000 28,298,000 17,633,000 116.5% 　地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防
災・減災対策を支援。
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 ２－１　水産庁（非公共）
○ 水産日本の復活

・ 強い水産業づくり交付金の
   うち水産業強化対策事業

1,240,861 2,406,227 2,406,227 1,165,366 193.9% 　県や複数市町村等広域的な対応が必要となる種苗生産施設、荷さばき施
設、漁港漁場の機能向上のための施設の整備等を支援。

・ 強い水産業づくり交付金の
   うち産地水産業強化支援事業

1,990,280 5,324,914 5,324,914 3,334,634 267.5% 　産地における水産業強化の取組に対する支援。

 ２－２　水産庁（公共）
○ 農林水産業の基盤整備

・ 水産基盤整備事業 72,149,000 84,078,000 19,145,000 11,929,000 116.5% 　流通拠点漁港の衛生管理対策や水産資源回復対策、老朽化した漁港施
設の長寿命化対策や地震・津波対策を推進。

・ 農山漁村地域整備交付金
   （拡充）（再掲）

106,650,000 124,283,000 28,298,000 17,633,000 116.5% 　地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防
災・減災対策を支援。


